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リレーコラム
白書「昭和百年」と畜酪の対米依存
続く「日本人胃袋占領」政策
　2025年度農業白書は、トピックスで「昭和百年」を踏まえ１世紀の食料・農業・
農村の変遷を振り返った。先の大戦の敗戦後、米国による軍事と食の “傘” に覆われ、
いまだに米国による “日本人胃袋占領” 政策が続く。こうした中で、酪農政策４つの
転機である「不足払い制度・雪印受乳削減・ガット合意・改正畜安法」も読み解きたい。

■「未来としての過去」と「農政の天地返し」
　白書の昭和元年（1926年）から昭和100年（2025年・令和７）の推移をみると、そ
れは日本経済のグローバル化に伴う食の洋風化、輸入自由化の拡大、農業・農村の
衰退と表裏一体を成すことが分かる。
　ここで、「未来としての過去」という
視座から「農政百年」、特に「戦後農政」
を振り返りたい。過去の歴史的出来事
からヒントを得て未来の展望を開くこ
とができないか。ドイツの社会哲学者
ユルゲン・ハーバーマスが提唱した「未
来としての過去」の視点が有効となる。
　現在の農政と農業者の置かれている
現況は、昨年、今年と年度末の３月に
２年連続で開催した「令和の百姓一揆」
が物語る。都心・青山公園での集会後
のトラクターデモには千葉市の酪農家
が先頭に立った。集会プラカードにあった「農政の天地返し」は、今の農政への生
産現場の不満、不安、不信が集約されていないか。「天地返し」は現行施策で軽視さ
れてきた中小、家族農家も含め農政の抜本的見直しを唱えたものだ。

■「４大転機」不足払い・雪印受乳削減・ガット合意・改正畜安法
　３大乳業メーカーはほぼこの100年前後に創業した。1917年の明治、森永、1925年
の雪印。そこで、いくつかの関連著書から「昭和百年」と農政・酪農を振り返りたい。
軸は酪農乳業の「４大転機」となった酪農不足払い制度、雪印需給削減事件、ガッ
ト農業交渉合意、改正畜安法だ。
　筆者の2025年７月の新著「激変！農政のゆくえ」（kkベストブック刊）は、「小泉
劇場再び」をはじめ社会問題になった「令和のコメ騒動」の真相を最も早く探った
農政ドキュメントだ。同著で米と牛乳の主軸２品目を取り上げた。昭和100年と農林
省創設（1925年）と重なることから「百年の誤読」、つまりは農政が１世紀にわたり “読
み違え” と指摘。第３章「ミルクのミライ」では改正畜安法の致命的欠陥と今後の酪
農乳業も展望した。全体を俯瞰するなら「日本酪農産業史」（前田浩史、農文協）が
参考になる。地方乳業史の記述が著者独自の視点だ。酪農政策は客観的な記述を心
掛けているが、実際の酪農乳業史は、生産者と乳業の激突の歴史の時期も長い。

・総合乳価要求と不足払い「片肺飛行」
　今年で60年となる1966年の加工原料乳補給金制度を含む酪農不足払い法は、特に
北海道酪農の礎となった。
　酪農振興、不足払い法と1962年の中央酪農会議設立は表裏一体の関係にある。中
酪創設50年時に、筆者は酪農乳業界の “生き証人” であり旧知の西原高一・元副会長
に当時の状況をインタビューした。西原氏は「不足払いで飲用を含め総合乳価を求
めたが、結局は加工原料乳に限定された。コメの財政負担が問題となり、政府が酪
農不足払いは「第二の食管」になりかねない」と危惧したためだと証言した。

「令和の百姓一揆」トラクターデモは酪農家を先頭に
走った（2026年３月29日、東京・青山公園で）
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　「昭和百年」を迎えた中で、歴史は正確に伝えられなければならない。業界紙の日
刊酪農乳業速報の４月２日付講演会の連載記事「不足払い法制定の舞台裏」の中で

「全中も反対だった。専門農協に集乳権を奪われるというのが理由だが」とあるのは、
間違いだ。ことの本質を理解していない証しでもあろう。むしろ反対は大手乳業で、
先の中酪・西原氏の証言にあるように農業団体は「飲用も含む総合乳価への不足払
い導入を求めていた」のだ。
　西原氏の上司で初代の中酪事務局長を務めた山口巌氏は著作「緑の旗の下で」（協
同組合通信社）で、不足払い法制定に尽力した農水省の桧垣徳太郎畜産局長（当時）
から「ガンちゃん、そんなに欲張るなよ。それを言うと両方ともパーになるよ」と
なだめられた。「ガンちゃん」とは山口氏の愛称。「両方パーになる」とは飲用含む
不足払いと加工限定の不足払い両方とも実現しなくなるとの意味だ。決して全中、
中酪など農業団体が総合農協と専門農協の利権争いで「不足払い反対」などではない。
　1980年６月の雪印による数県分の年間乳量にもあたる約15万トンもの「受乳削減」
は、その後の同社の地盤沈下につながる。ホクレンは酪農民の経営維持と生乳需給
安定へ北海道農協乳業（のちの「よつ葉乳業」）への配乳傾斜を加速していくからだ。
筆者が当時、駆け出しの記者として北海道で同事件を取材し、雪印創業者・黒沢酉
蔵にインタビューした最後の記者ともなった。

・自由化・大規模化・規制緩和「３点セット」と「2015年体制」
　今から33年前、1993年12月のガット農業交渉妥結は日本農業に「農業総自由化」
を迫ることになる。当時、筆者は日農ジュネーブ特派員としてガット最終合意を取
材した経験を持つ。
　1993年は歴史的に重要な出来事が重なった。記録的冷夏に伴う「平成のコメ騒動」、

「自民党の野党転落」、そして「コメの部分開放」を含むガット農業交渉合意だ。61
年基本法で明記した牛肉、乳製品、果樹といった「選択的拡大品目」の一層の市場
開放につながり、その後の日豪FTA、TPP交渉、日米貿易協議合意の「導火線」となっ
ていく。

・「官邸農政」改正畜安法と需給混乱
　改正畜安法は、「2015年体制」とされる当時の「安倍一強」による「官邸農政」の
もとで強行された。同法は、「官邸農政」による農協法改正の延長線に位置づく。一
元集荷多元販売の現行指定団体制度の廃止、生乳流通自由化を内容とした。
　その結果、北海道を中心に非系統の生乳自主流通グループが取り扱いを拡大して、
生乳需給調整の実効性が大きな課題となる。見直しの転機となったのは2025年度。
生乳需給緩和、脱脂粉乳の過剰在庫問題が放置できない状況となった。農水省は民
間のＪミルク基金による
脱粉在庫削減に呼応する
形で、需給調整基金への
参加を補助事業の条件と
する「クロスコンプライ
アンス」に踏み切った。
　60年前になぜ酪農不足
払い法を作ったのか。「需
給安定」確立と需要拡大
が期待できる官民挙げた
国産チーズ振興が今後の
大きな宿題だろう。

農政ジャーナリスト・元日本農業新聞論説委員長　伊本　克宜

「昭和百年」と農政・酪農を考える３冊。「緑の旗の下に」（山口巖）、
「日本酪農産業史」（前田浩史）、「激変！農政のゆくえ」（伊本克宜）。


